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1. はじめに 

近年，財政危機やテロなど様々な危機がある中で，気候変動にともなう異常気象，自然災害，水危機が直接

的に人間生活に与える影響が顕在化してきている 1)．これらの問題に対して，これまで先進国では異常気象に

も耐えうるような適応策を検討，実施してきた．一方，開発途上国では，貧困削減のための経済発展という最

重要課題を優先するために，こうした異常気象に対する適応策に取り組む人的・財政的な余裕がなく，自然災

害に対する脆弱性が極めて高いことが実情である 2)． 

先進国と開発途上国の間にあたる中進国は，環境と経済の間で，両者以上に国内外で難しい立場にある．中

進国の代表の一国であるタイでは，クーデターや政権交代，度々の経済危機，そして洪水と干ばつが大きな問

題となっている．タイでは，国家経済社会開発委員会が最上位に位置づけられる国土政策，国家経済社会開発

計画(NESD; National Economic and Social Development plan)を 1960 年から 5 年ごとに策定し，現在第 12 期であ

る 3)．そこで本研究では，NESD における気候変動・水資源政策が実際の社会経済に与えた影響を評価した． 

2. データと手法 

本研究では，第 1～12 期（1960～2021 年）のタイ国家経済社会開発計画(NESD)を対象とし，NESD の概要

のテキストデータを期間ごとに形態素解析し，単語抽出を行った．ただし第 1 期のみ概要が存在しなかったた

め，全文を使用した．また，NESD に出現する気候変動・水資源に関する単語数のデータを使用した．このデ

ータとタイのダムの貯水容量，世界の気候変動への取り組みを比較した． 

3. 結果 

図-1 は期間ごとの単語の一部の出現回数を全単語数で除し，割合で表したものである．第 1～4 期は農業，

産業の割合が他の時期より比較的高いことがわかる．また，第 3 期からは農村の割合が高くなり，第 7 期から

低くなる傾向にあることがわかる．よってタイ国家の重要な課題は，産業，農業，農村から，天然資源，国際

関係へと移行したと考えられる．これは，国内の発展を目指した政策が世界を視野に入れた政策へと変化した

可能性がある．全体を通して，water，climate の水資源・気候変動に関する単語の割合が低く，economic や

domestic など経済に関する単語の割合が高いことがわかり，タイの国家政策は経済を重視しているという特徴

が考えられる． 

図-2 は NESD のテキスト分析とダム貯水容量の比

較である．また，第 12 期個々の NESD の時期とタイ

で問題になった災害を同図内に示している．F は洪

水，D は干ばつ，TS は熱帯性暴風雨を意味している．

図の右側には第 12 期の NESD を補完する計画を併記

した．図の下方には，首相の名前を併記した．タイで

は 1957 年に灌漑の改善を目的としたチャオプラヤー

ダム(145 百万ｍ3)が初めて建設され，その後 1964 年

に水力発電を目的としたプミポンダム(1346憶ｍ3)が

建設された 4)5)．第 4～6 期(1977 年～1991 年)では，

ダムの貯水容量は，水資源という単語と共に増加して

おり，計画が実現されていることが考えられる．世界 図-1 NESD に出現する単語の割合 
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では，気候変動への取り組みが 1957 年から始まり，1988 年頃から取り組みが盛んになっているのに対し，第

10 期(2007 年)から気候変動に関する単語が出現し始めた．タイの気候変動に関する政策は世界と比較し遅れ

ており，経済の発展が優先されていることが考えられる． 

4. まとめ 

本研究では，NESD における気候変動・水資源政策が実際の社会経済に与えた影響を評価した．その結果，

水資源という単語が急増した第 4～6 期(1977 年～1991 年)では，ダムの貯水容量が大きくなる傾向が認めら

れ，計画が着実に実現されたと言える．また，タイの国家政策は経済の発展を重要視しており，世界と比較し

て，気候変動に関する政策が遅れていると言える．本研究では広範囲な国家を対象としているため，タイ国家

は，災害の発生場所や規模，地域特性，政権，世界情勢など複合的な要因から影響を受けると考えられる．よ

り正確に国家政策や災害の影響評価を行っていくには，様々なデータ，基礎知識を要することが課題である． 
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図-2 NESD に出現する気候変動・水資源に関する単語数とダム貯水容量と世界の気候変動への取り組み 
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